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こ こでい う商標機能とは、先に述べた狭義の商標機能であるブランドエ クイテ ィ（brandequity ）
としての商標機能である。ブランドエ クイティとは、①ブ ランド`・ロイヤルテ ィ、 ②ブランド認知、
③知覚品質、 ④ブランド連想、⑤ネット ワーク等のブランド資産を指す。ブランドは、顧客がブラ
ンドに関する巨大な情報を解釈し、処理し、所蔵するのに役立ち、顧客の購買決定 と使用に重要な
役割を果たしている。ブ ランドはマ ーケティング・プログラムの効率や有効性、ブ ランドロイヤル
ティ、価格・マ ージン等を通して競争優位の源泉となる（Aaker （1981 ）p21 ，22）。
しかしながら現在では、ss の大半が13 元売のサインポールを掲げ、元売ごとに統一的塗装が施
されており、サインポールの有用性をそのまま問うことはきわめて難しい状況にある。しかし後に
詳述するようにプライベ ートブランド（PB:privatebrand) の拡散は、ナシ ョナルブランド（NB:nationalbrand)
としての元売ブランド（サインポール）の商業的価値を認識する機会となるこ
とができる。
こ こでい う商業的 価値 とは、 サイ ン ポールが保証 する品質そ の もの確か さ （機 能 リ ス ク:functionalrisk
）と購買 リス ク（社会心理的 リスク:psychologicalrisk ）のリダクショソ（reduction）
等先に述べた競争優位の源泉からもたらされる効用である（小鴬（i99i) ）>.
小鴬に よる米国及び我が国の比較調査では、NB 間のブ ランドの差違は有為ではなかったが、NB
はPB との関係では有為とい う結果が出ており、 消費者の購買先選択行動に明らかに影響を与え





































































































































































































































































































（風呂C1968 ）p.215 ）"。 元売から提示されたさまざまな ノウハウは、系列内業者に よって具現化
し、顧客に提供されてい るのである。そしてその具現化されたサービ スの合計 が系列全体のイメー
ジとして元売の商品構成にフィードバ ッグし、さらに元売の製品を形成す ることになる。これがこ
こでい う流通サービスの迂回性であ る22。














との経路 が短縮されリテールデ ィーラー方式が採用されているエ ッソ石油とはその広 義の商標の持




を構築している。先に タレジットカ ード の取 り扱いを標準化の一つ と述べたが、この大手特約店で
は、実 際に サインポ ールを掲げ た元売のクレジットカード のみではなく、特約店が契約している複
数元売のカードを使用することも可能であ り、この種の特約店では流通サービスA は、元売の範躊
を越え、 特約店の独自性が強まることによって、流通サ ービスB と コソフリ クトを起 こすことに




日本石油 24.3 42.6 57.4
出光興産 20.8 51.1 48.9
昭 和 シ ェル 25.0 50.6 49.4
コ ス モ 石 油 17.2 43.2 56.8
J エナジー 25.4 36.1 63.9
三菱石油 28.1 40.8 59.2
モ ーt:'/レ 15.0 57.2 42.8
エ ッソ 石 油 28.2 86.5 13.5
ゼネラル 20.1 66.2 33.8
キグナス 16.8 48.8 51.2
九州石油 7.1 13.4 86.6
太陽石油 11.3 39.8 60.2
三菱石油 31.1 73.3 26.7
合計 22.4 48.1 51.9
注：ss 比率は、1996 年3 月末現在。社有ss 比率は、上下社有と
上物のみ社有の合計。三井石油のss 数は他社マークも含める。









































































































































第2 にPB の発展は、販売業者にとって供給ソースの選択肢の拡大に繋がる。PB は、マーケ
ティング・カンパニー（PB チェーン）が、製品の安定供給機能を遂行することによって、精製・
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競争と透明性の確保を図るとともに、一層 の効率化 と大きな消費者満足を実現することを課題として 「公
正かつ自由な競争の確保のための5 つの原則」を打ち出した。これは「①参入・退出の自由、②取引先選

























ド 間 の優 位 性の 差異 は検 出さ れ な か っ た 。“MarketingStrategyandConsumerBehaviorforOilindustriesinU.S."14
「揮発油等の品質 の確保等に関する法律」（1995 年4 月公布）は「揮発油販売業法」の改正法である。これ
は「特定石油製品輸入暫定措置法（特石法）］の廃止によって石油の製品の輸入が自由化 され、さまざまな
品質の製品が輸入されることに対し、環境と安全 の確保を 目指したものであ り、さらに揮発油販売業法に
おけ るガ ソリンスタンドの建設規制である指定地区の廃止が行われた。15
品確法の規定（第16 条）によれば、品質管理者を置き、さらに省令（第14 条）に基づき、揮発油に関して
は10 日に1 回の分析を行 うことが義務付けられている。実際にはss において品質管理することはかなり
煩雑な業務となる。16
ゼネラル石油は、COD システム（cashondeliverysystem ）を一部販売店との決済方式に取り入 れてい
る。ゼネラル石油のCOD システ ムは完全なCOD ではなく出荷日翌 日払いとなっている。このCOD シ
ステムの採用には、ゼネラル石油のオンラインシステムであるTIPS －TLC の導入が条件となる。17
準拠と同一視は、Stern,EL-Ansary （1992,pp.23-284 ）によるパワー基礎の構成概念のーつである。元売










さらに我が国のss 所有形態を見ると、運営者所有ss が全体め71.5％を占めてお り、欧米のように元売
所有を基本とする形態とは大きくことなる。実際には、流通業者はこの流通サービ スの迂回性のみではな
く、ss 網の展開にも重要な役割を果たしている。所有者ss 比率は、1995 年度のss 土地所有形態のう
ち、仕入先所有(3.2 ％）と元売所有（25.3 ％）を除いた数字。（全国石油協会（1996 ）、p.11 ）21







米国 のモービル石油 のBaker 副社長は、サービスの標準化を全面的に取 り入れたフ ランチャイズ方式のフ
レソドリーサーブ（friendlyserve) の導入に関して「我々はマクドナルドよりも先 にフラソチャイズシス
テ ムを導入し、投資してきた。しかしながら過去においてこのシステムを駄目にしてきた。」と業界の取り
組みを回顧している（Abcede （1996 ）p.58-59 ）。24
特約店と販売店のss 運営比率は、特約店46.2 ％、販売店53.8 ％とな り、半数以上 が販売店運営ss と
なっている（石油協会（1996 ）p 。6）。25





積極的な協力に よって」、1960 年半ばには全国にリテールディーラーが続々と誕生するこ とにな った。こ
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ニーに製品調達に関する価格基準（priceaccess ）を提供し、さらに精製設備過剰を背景にした製品調達
（terminalaccess) の容易さが、各国の精製の状況に左右されない安定的な供給元を確保することに繋が
り、マーケティy グカソパニーの販売網展開と業界内地位 の確立に繋がっている。 マーケティング・カソ
‥ パニーの中には製油所を所有する会社 も存在するが、製油所の所有は、販売量が製油所 の最適稼動（ ミニ
マムロット）を越えた場合に初めて獲得されるものであり、「精製が先にありき」とい う従来の発想りまっ
た く逆 の発想に基づくものである。マーケティング・カンパニー詳細 は、小 鴬続稿 「規制緩和 とマーケ
ティングカソパニーの役割一北欧3 国の調査をもとにしてー」を参照してほしい。35
全農は、平成7 年～9 年の3 ヶ年計画で全農系統ss カラーデザインを採用し、PB 化を促進している。
犬すでに千数百個所 のJA-SS が独自カラーへ変更している。全農の全ss 数は、1997年3 月末で、4911個
所（月 間ガソリソスタソド1996 年9 月）。全農は同時に元売 カードシステムから離脱し独 自の販売促進策
を進行中で、クレジットカーブ 、プリペードカードなどを独自展開しているべ燃料油脂新聞1997.8.6 ）。1997
年4 月～7 月の4 ヶ月間のss 新設に関する事前相談は、元売系列150 件、系列以外の独自マークが25
件 とな り、14 ％強を独自マークが占めており、この傾向を裏付けている。（燃料油脂新聞1997.8.5 ，8.6）361997
年7 月30 日、BP ジャパンは、BP ジ ャパンといせや興産がいせや興産のsc である「ベイシア」にBP
の国際仕様のss を展開すると発表し、同日、資源エネルギー庁 に今後のss 展開の計画について報
告した。発表に よると5 個所 の実験店を群馬県内に来年3 月 までに建設する計画を進めており、1 号店は
「スーパーモールいせさき」の予定。これらのss の実績を踏 まえ、6 ～7 年間に100 個所以上のss ネッ
トワークを構築したいとしている。実際の展開には品質確保法に基づ く登録と外国為替及び外国貿易管理
法に基づぐ事業 の届け出が必要となる。（燃料油脂新聞、1997 年8 月1 日） コ371997
年4 月～7 月の4 ヶ月間のss 新設に関する事前相談は、元売系列150 件、系列以外の独自マークが25




山 口県石油協同組合による共同購入事業は、1995 年1 月に小規模業者の保護を目的に共同購入の準備が理




、度安くなるが、石協が0.5 円の事務手数料を上乗せする。共同購入の取扱数量は、1997年1 月にガ ソリン等3
油種で500 キロ程度まで増加したが、6 月時点で300 キロ台まで減少している。この原因として「灯油の
シーズン終了」の他、「大手元売の商標権での圧力」「系列価格での対応」「さらに安価な業転」が揚げられ
ている（ぜんせき、1997年7 月26 日）。40
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